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はじめに
自動運転移動サービスについては、政府戦略（未来投

資戦略 2018）や、「官民 ITS 構想・ロードマップ 2018」

において、ビジネスモデル構築のため、関係事業者との

連携等、事業化を視野に入れた、より長期間の実証実験

を行い、2020 年以降の民間ベースでの自動運転ビジネ

スの展開を目指す等が定められており、社会実装を見据

え、事業性の検証等に重きを置きながら実証実験を進め

ていくこととされ、平成 29 年度までの国内外の各種実

験結果等を踏まえ、実証実験の更なる高度化が求められ

ている。

本調査研究では、これらの政府戦略等を踏まえ、国土

交通省及び「内閣府戦略的イノベー

ション創造プログラム第２期 SIP」

にて、地方部における自動運転移動

サービスの社会実装に向けた長期間

の実証実験等を実施し、過去の関連

する実証実験において明らかにされ

た課題等について、解決方法を確立

することを目的として、実証実験に

より有効性の検証を行った。

� 自動運転サービス実証実験の概要
本年更新された「官民 ITS 構想・ロードマップ 2019」

においては、我が国の少子高齢化や都市部への人口集中

等の社会構造の変化に伴い、特に高齢化が進むことが予

想される地方部では、公共交通への需要縮小による地方

公共団体の財政逼迫等により、地域公共交通ネットワー

クの維持が一層困難になり、交通空白地帯が拡大し、運

転免許証返納後の高齢者をはじめとした移動弱者の移動

手段確保が一層深刻となるおそれがあるとされている

（図１）。

そこで、高齢化が進行する中山間地域の人流・物流を

確保するため、物販や診療所などの生活に必要なサービ
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自動運転技術の実用化は、渋滞の緩和や少子高齢化への対応・生産性の向上、国際競争力の強化、高齢者等の移動支

援等に効果があると期待されている。

本調査研究では、高齢化が進行する中山間地域において、人流・物流を確保するため、物販や診療所などの生活に必

要なサービスが集積しつつある「道の駅」等を拠点とした自動運転サービスの実証実験を通じて、2020 年までの社会

実装を目指した検討を行った。
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出典：国土交通省資料
図１　実証実験実施概要
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スが集積する「道の駅」等

を拠点とした自動運転サー

ビスについて 2020 年までの

社会実証を目指し、主に技

術的検証やビジネスモデル

検討を目的とした短期実証

実験を 18 箇所、主にビジネ

スモデルの構築を目的とし

た長期実証実験を６箇所で

実施した（図２）。

実証実験における検証

３－１　2018 年度長期実証実験の概要

過年度実施した短期間の実験を踏まえた課題としては、

走行空間の確保に対して、走行路上の歩行者や、一般車

両による追い越し・滞留、積雪による道路幅員の減少、

沿道の植栽を自動運転車両が検知する等、自動走行に支

障のある事例を確認した（図

３）。

また自動運転車両の走行

技術や運行管理面において

は、降雪をレーダーが検知

したり、山間部での GPS 受

信精度の低下等、気象条件

や地形によっては障害物の

検知や自己位置の特定がで

きない等の課題を確認した。

これらの状況を踏まえ、

2018 年度に実施した長期間

実証実験では専用・優先走

行空間の確保とそれらの道

路利用者や地域への周知、

理解の醸成を行うとともに、

� 路車連携技術による円滑な走行に向けた運行管理を行っ

た。併せて、ビジネスモデルの構築に向け、コストや将

来需要を踏まえた採算性の具体的検証や、事業運営主体

（ボランティアの活用含む）の構築を目指した。

３－２�　2018 年度長期実証実験における検証
項目（表１）

2018 年度の実証実験では、自動運転サービスの導入

出典：国土交通省資料を基に追記
図２　過去２箇年における実証実験箇所位置図

出典：第６回中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転ビジネスモデル検討会資料
図３　短期間実証実験成果を踏まえた長期実証実験概要
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に向けて、「技術部分」と「ビジネスモデル」に分類し

て検証を行った。

技術部分については、走行環境として、中山間地の特

性を活かした専用・優先の走行空間の確保を検討し、道

路空間の基準等の整備に向けた検証を行った。併せて運

行体制として、運行管理センターの設置や走行状況・車

内状況のモニタリング手法に関する検証を行った。

ビジネスモデル部分については、サービス水準と導入

成立性として、福祉・物流面での地域の多様な取組との

連携や採算性、持続可能性について検証を行った。

実証実験結果
2018 年度の実証実験における検証結果について、走行

環境、運行体制、サービス水準、導入成立性にて整理した。

４－１　走行環境について

実証実験においては、自動運転車両を円滑に走行させ

るために、各地で様々な工夫を実施した。福岡県みやま市

�
や熊本県芦北町、長野県伊那市では、回転灯や看板、路

面標示を設置し、秋田県上小阿仁村では、自動運転車両

が接近した際にだけ赤信号になる仮設の信号を設置した。

混在交通区間での対向車との対応や、追い越し等につ

いては、２車線区間では円滑に離合して走行できたが、

１車線区間や狭隘な区間では、車両センサーが対向車を

検知し、走行停止や手動運転で回避する場合があった。

また、実勢速度で走行する場合は円滑に走行することが

できたが、低速で走行する場合は後続車の追い越し又は

表１　2018 年度長期実証実験における検証項目

▲回転灯・看板の設置⇒路面標示の設置（みやま）

▲仮設信号の設置（かみこあに）

▲路面標示の設置（芦北町）
▲設置位置

片道のみ設置▲正面▼
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滞留の発生する場合があった（図４）。

道の駅等の拠点空間では、走行路付近に一般車両、二

輪車や歩行者が多く存在し輻輳しているため、自動運転

時に検知し走行停止や手動運転で回避する場合があった。

また、既存の高速バスや広域バスと円滑に乗り換えが可

能になるようにスペースを適切に確保することで、自動

運転サービスの利用促進につながることが確認された

（図５）。

４－２　運行体制について

利用者アンケートの結果、自動運転の技術への信頼性

は、乗車後に信頼できると回答した割合が高く、乗車前

後で大幅に向上することを確認した。乗り心地は、概ね

半数程度が肯定的な評価であったが、車両によっては車

両構造・ブレーキ操作に課題があるとの声が寄せられた。

貨物配送については、出荷者の負担軽減に期待する意見

があったが、配送量が少ないことや無人であることに不

安を感じる意見もあった（図６）。

出典：第６回中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転ビジネスモデル検討会資料
図５　道の駅等拠点内での走行性・乗継等に関する検証結果

出典：第６回中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転ビジネスモデル検討会資料
図４　混在交通への対応に関する検証結果
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４－３　サービス水準について

車両タイプにより走行速度が異なるため、実証実験で

は運行目的、対象となる路線特性等を踏まえて、サービ

ス内容を設定した（図７）。

バスタイプは走行速度 35km/h、サービス圏域は

10km 程度。カートタイプは平均速度 10km/h、往復１時

間以内（圏域５km 程度）が望ましい。カートタイプは

走行速度が遅いため、道の駅や鉄道駅等の停留所での待

ち時間を極力短くし、１ルートの走行時間を短く設定す

ることが望ましい。カートタイプはバッテリー容量に制

約があり、１日の走行距離 30km 以内とし、充電時間の

考慮も必要である。充電時間は、運行の合間に小まめに

取る方法とまとめて昼休憩を取って充電する方法がある。

サービス内容については、自動運転サービス実証実験

の利用者は、60 歳以上の高齢者の利用割合が高いこと

から、高齢者の生活移動支援サービスとして、利用ニー

ズの高い通院や買い物、行政手続等の日常の移動を支援

し、外出機会の向上に寄与するサービスが望まれていた。

また、地域特性に応じ、貨客混載や高齢者以外のター

ゲットを設定したサービス（スクールバスの代替として

児童の送迎、観光での活用など）にも適用可能であると

いえる。

出典：第６回中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転ビジネスモデル検討会資料
図６　車両性能・機能の信頼性に関する検証結果

図７　芦北町での自動運転車両利用目的
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４－４　導入成立性について

①地域の企業間連携による運営形態について

運営主体は、地域の産業構造や担い手の意見を踏まえ、

道の駅・地元企業・社会福祉協議会等の出資を想定した地

元事業者等による新たな事業体設立等が検討されている。

事業形態としては、高齢者等の福祉目的や過疎地住民

の移送支援目的で実費の範囲内で料金収受を行う自家用

有償旅客運送など、地域の実情に合わせた調整が必要と

いえる（図８）。

②採算性確保の方策・他事業との連携について

自動運転サービスの採算性確保に向けた他事業との連

携として、「物流」「福祉」「高速・その他」の各分野と

の連携が期待される（表２）。

今後の課題
本調査研究では、2018 年度に実施した中山間地域に

おける道の駅等を拠点とした自動運転サービス実証実験

結果から 2020 年までの社会実装を目指して技術面にお

いては、気象状況・道路状況の変化や地域住民・ドライ

バーの慣れによる手動介入の減少などの把握を行った。

ビジネスモデルの構築に向けては、今後の地域での運用

を見据え、モビリティサービスの人材育成や課題解決意

識の醸成、サービスのオペレーションや車両のドライバ

ーを地域住民、地元企業が担う仕組み等を検討した。

今後に向けては、これまでの実証実験で得られた知見

を踏まえ、道路における走行空間確保のための基準等の

検討を行うとともに、中山間地域における自動運転サー

ビス導入ガイドラインを作成し、自治体や有識者の意見

も踏まえながら、社会実装に向けた詳細な検討を行うこ

とが必要である。また実証実験を実施していない地域へ

の展開や導入支援も必要である。

�

出典：第６回中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転ビジネスモデル検討会資料
図８　自動運転サービスの運営主体及び事業形態について

表２　長期実証実験結果を踏まえた他事業との連携方策案
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